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の扶養家族や大学生・浪人生を

抱える家庭では、「子ども手当」

や「公立高校の授業料無償化」

の恩恵は受けられず、一般扶養

控除・特定扶養控除だけが廃

止・縮小となり増税は免れない

ことになります。 

特定扶養控除の額を仮に38万

円に縮小した場合、高校生の子

ども２人がいる課税所得 700 万

円の家庭では、所得税で年間約

11 万 5,000 円の負担増に、全廃

した場合には約29万円の負担増

になるとされています。また、

給与所得控除に上限を設けれ

ば、高額所得者はさらに負担が

増えるということになります。 

雇用や景気に不安が続く中、

サラリーマン家庭の増税を急げ

ば、これらの控除見直しに対す

る反発は免れないでしょう。

「子どもを社会全体で育ててい

く」という考えは必要でしょう

が、それに伴う財源の確保につ

いては慎重な検討が求められま

す。 

 

 

産業医の選任に対する

助成金 
 

◆他の事業者と共同での契

約も可 
常時50人以上の労働者を使用

する労働者のいる事業場では、

産業医の選任が義務付けられて

いますが、義務のない小規模の

事業場において、産業医を選任

して労働者の健康に関する活動

を行おうとする事業者を支援す

る助成金として、「小規模事業

場産業保健活動支援促進助成

金」があります。この助成金は、

常用労働者数が 50 人未満の事業

場の事業者が、他の事業者と共同

または単独で産業医と契約を結

び、その産業医に保健指導・健康

相談等の保健活動をさせた場合

に、その費用の一部を最大３年間

補助する制度です。 

◆「産業医」とは？ 
産業医とは、医師のうち、日本

医師会から産業医の認定を受け

た人や、労働衛生コンサルタント

試験の保健衛生区分に合格した

人等で、労働者の健康管理等を行

う人のことです。 

産業医の活動としては、「職場の

見回りによる作業改善のアドバ

イス」、「健康診断結果に基づく

アドバイスによる労働者の健康

管理」、「長時間労働者への面接

指導による健康防止対策」などが

あります。 

その結果、健康に対する労働者の

意識が向上したり、生活習慣病の

防止が図れたりするなど、快適な

職場づくりにつながるといえま

す。 

◆快適な職場づくりに役立てる 
助成金の額は、労働者の人数に

関係なく一定の額です。産業医に

よる保健活動にかかった額（上限

21,500 円）×活動回数（年４回ま

で）＝年間上限 86,000 円を３年

間受けることができます。 

長時間労働による精神疾患や

過労死の問題が大きく取り上げ

られている中、「快適な職場づく

り」は社員の定着率を向上させる

効果があります。産業医の選任義

務のない小規模の事業場におい

て、助成金をうまく活用しながら

快適な職場づくりにつなげても

らいたいものです。 

～厚生労働省の最近の動き～ 
 

●「雇用調整助成金」の支給要

件をさらに緩和へ（11月 26 日） 
政府が「雇用戦略対話」の初会合

を開き、「雇用調整助成金」の支給

要件を 12 月から緩和することで合

意したことがわかった。「生産量や

売上高が直近３カ月または前年同

期比で５％以上減尐」との要件に加

え、「生産量が２年前と比較して

10％以上減尐」も追加する考え。 

●失業手当の給付件数が前年

同期比約３割増加（11月 24 日） 
 2009年４月～９月における失業

手当の給付件数が 133 万 7,690 件

（前年同期比 29.5％増）だったこ

とがわかった。昨年９月以降は 13

カ月連続で前年同月の実績を上回

っている。2009 年 10 月以降は、

今年３月末の改正雇用保険法の施

行により新たに対象となった人の

受給が始まるため、さらなる増加が

見込まれる。 

●派遣事業に保険未加入者等

の届出を義務化へ（11月 21 日） 
厚生労働省は、人材派遣業者の許

可要件を見直し、社会保険に加入し

ていない派遣社員の総数や、未加入

者の名前・理由の届出を義務付ける

考えを明らかにした。加入資格があ

るのに雇用保険・健康保険・厚生年

金保険に加入していない派遣社員

の解雇や雇止めが目立つためで、

2010 年３月１日から施行の方針。 

 

 

 

 
今年も残すところ後１カ月となりまし

た。風邪やインフルエンザに気をつけ

てご自愛の上、皆様良いお年をお迎え

下さい。 

している外国人は、勤務先企業等

の情報を入国管理局へ届け出る

必要もあります。そして、企業に

も、受け入れた外国人情報を国に

提供する努力義務が課されます。 

公布から３年以内に施行の予

定です。 

◆新たな在留資格（技能実習）
の創設 

これまで批判の多かった「研

修・技能実習生」の見直しも行わ

れ、原則として、座学実習のみの

場合は「研修」という在留資格と

なりますが、実務研修（OJT）を

伴うものについては「技能実習」

という在留資格が新たに新設さ

れました。この「技能実習」の中

には、（ａ）「講習による知識習得

活動」・「雇用契約に基づく技能等

習得活動」と、（ｂ）（ａ）の活動

に従事し、技能等を修得した者が

雇用契約に基づき習得した技能

等を要する業務に従事する為の

活動が含まれます。 

上記（ａ）のうちの「雇用契約

に基づく技能等習得活動」と、

（ｂ）の活動には、労働基準法や

最低賃金法等の労働関係諸法令

が１年目から適用されることと

なりますので、注意が必要です。 

公布から１年以内に施行の予

定です。 

◆その他の改正項目 
 その他、「適法な滞在者の在留

期間の上限延長（３年から５

年）」、「１年以内の再入国に関し

て原則として許可不要」などにつ

いても定められました。 

 

 社会保険労務士 

杉浦事務所便り 

税制改正で家計への影響

は？ 
 

◆「扶養控除」の廃止・縮小と「給

与所得控除」の上限設定 
政府税制調査会では、現政権の

目玉施策である「子ども手当」や

「公立高校の授業料無償化」など

の家計支援の実施とバランスを

とるため、所得課税の見直しによ

る増税を模索し始めています。 

来年度税制改正の見直し案と

して浮上しているのが「一般の扶

養控除の廃止」、「特定扶養控除

の縮小」と「給与所得控除の上限

設定」です。 

◆具体的には？ 
来年度から支給が始まる予定

の「子ども手当」（中学校卒業ま

での子ども１人あたり月２万

6,000 円［初年度は半額］の手当）

との見合いで、所得金額から扶養

親族１人あたり 38 万円を差し引

く「一般の扶養控除」の廃止はす

でに固まっています。 

また、16 歳から 22 歳の高校生

や大学生等の特定扶養親族がい

る場合に１人あたり 63 万円を差

し引く「特定扶養控除」は、公立

高校の授業料の無償化案に連動

して、縮小が検討されています。 

さらに、給与収入から一定額を

差し引く「給与所得控除」に上限

を設けることで、所得税の重要な

機能である所得の再分配の効果

を高めるとしています。 

◆増税の負担が重くなる家庭も 
これらのことを考えると、成年

「改正入管法」成立で企

業への影響は？ 
 
◆不法滞在者の減尐なるか？ 
今年７月８日、現在、国内に約

13 万人いるとみられる不法滞在

者の減尐等を目的とした「出入国

管理及び難民認定法」の改正案が

可決・成立し、７月 15 日に公布

されました。 

外国人を雇用している企業、こ

れから雇用しようと考えている

企業に影響のある改正項目もあ

りますので、ぜひとも押さえてお

きたいところです。 

◆新たな在留管理制度の導入 
現在、３カ月以上日本に在留す

る外国人は、外国人登録を行った

うえで「外国人登録証明書」

（2008 年末時点で約 222 万人が

所有）を携帯しなければなりませ

んが、改正により、これに代わっ

て「在留カード」が導入されるこ

とになりました。日本に中長期間

にわたって在留する外国人には、

このカードの携帯義務が課され

ます。「在留カード」には、氏名、

国籍、居住地などのほか、「外国

人登録証」には記載の必要がなか

った「就労制限の有無」や「資格

外活動許可を受けているときは

その旨」も記載が必要となりま

す。一般企業にとっては、就労が

可能な在留外国人であるか否か

を判断しやすくなるというメリ

ットがあります。 

また、住居地情報を市区町村に

届け出なければならなくなりま

す。さらに、一定の在留資格を有
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